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1. サステナビリティ経営推進に向けた取り組みについて

２

登壇者

代表取締役 社長 小林 克満
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３

大東建託グループは、豊かな暮らしを支える企業として、

社会の変化を成長の機会と捉え、

ステークホルダーのみなさまとともに、

事業活動の発展と持続可能な社会の実現を目指します。

１．事業活動を通じて気候危機へ対応します。

２．誰ひとり取り残さない社会へ貢献します。

３．誰もが成長し、チャレンジできる企業風土を構築します。

４．業界を牽引するガバナンス体制を構築します。

５．土地と資産の最有効利用の支援を進めます。

６．資産価値向上と社会課題解決の両立を目指します。

７．街の利便性と人の暮らしやすさの向上を追求します。

大東建託グループ サステナビリティ基本方針

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み
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４

大東建託グループ ７つのマテリアリティ（重要課題）

経
営
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

【環境】 事業活動による気候危機への対応

【社会】 誰ひとり取り残さない社会への貢献

【人材・組織】 誰もが成長し、チャレンジできる企業風土の構築

【企業統治（ガバナンス）】 業界を牽引するガバナンス体制の構築

事
業
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

【土地・資産】 土地と資産の最有効利用支援

【賃貸住宅】 資産価値向上と社会課題解決の両立

【暮らし・生活】 街の利便性と人の暮らしやすさの向上

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み
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５

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み

３つの視点「環境」・「防災」・「ライフスタイル」

賃貸住宅の
特性を
踏まえて

３つの視点

大東建託グループ

「防災ビジョン20３0」

策定
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６

大東建託グループ防災ビジョン２０３０

① “もしも” にいつもの “普通” を ～被災時に止まらない大東建託グループ～

地域を支える大東建託グループの事業継続による生活インフラの維持（災害に強い／早期復興）

② “もしも” の時に地域全体で助け合いの輪を～地域の助け合いを賃貸住宅から変えていく～

事務所のみならず賃貸住宅を地域防災共助の起点として、地域の困っている人を支援する

③ “もしも” に頼れる次世代を ～防災に興味を持つ人を０から１に～

高齢化社会が進む中、次世代の地域を守る防災リーダー育成を支援する

防災ビジョン（目指す姿）

地域の “もしも” に寄り添う

「賃貸住宅」を生活インフラとして位置づけ、 「賃貸住宅管理業」を核とした地域防災活動に取り組み

大東建託グループ全体で地域の “もしも” に寄り添い、一人ひとりの１日も早い復興で地域全体の復興に寄与する

防災理念

平時

有事

有事

自助

共助

自助

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み
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７

ビジョン①

“もしも” にいつもの “普通” を

ＢＣＰ・災害マニュアルの整備・訓練を通じて
止まらない大東建託グループを目指す

ビジョン②

“もしも” の時に地域全体で助け合いの輪を

グループ保有資産を防災共助の起点とし
地域の早期復興支援を目指す

ビジョン③

“もしも” に頼れる次世代を

産官学 × 地域住民 みんなで防災に興味を
もつ次世代の育成支援を目指す

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み

大東建託グループ防災ビジョン２０３０

平時 発災

避難復旧・復興

ＢＣＰ
ﾏﾆｭｱﾙ

自助

知識
社員教育

事業継続＝生活インフラの維持

賃貸
住宅
提供
（災害に強い）
（早期復旧）

ガス
提供

（安定供給）

生活支援
サービス
提供

（介護・保育）
（避難支援）

電力

（太陽光発電）
（電気自動車）
（ガス・ユニット）

備蓄品

（常備備蓄）
（車載備蓄）

災害
情報

（防犯カメラ）
（車載カメラ）
（rｕｕｍ活用）

３つの支援×管理物件／事務所／車

社用
車 ホテル

事務所

管理
物件

商業
施設

物流
拠点

防災
イベント

（防災×地域）
（防災×遊び）

教育
支援

（防災教育）
（防災教科書）

被災
体験

（ＶＲ災害体験）
（被災ｱﾄﾗｸｼｮﾝ）

３つの防災教育啓蒙活動

当社
グループ
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８

サステナビリティ経営の推進体制

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み

継続して成長
できる企業

生活総合支援企業へ

夢や将来を
託せる企業

７つのﾏﾃﾘｱﾘﾃｨの
実現へ

両立

事業活動

大東建託グループ 全従業員

取
締
役
会

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

推
進
課

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

執
行
企
画
会
議

施策実行

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
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９

サステナビリティ執行企画会議の新設

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み

事業活動を通じて
マテリアリティに対応

経
営
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

事
業
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ

１．環境

２．社会

３．人材・組織

４．企業統治（ガバナンス）

５．土地・資産

６．賃貸住宅

７．暮らし・生活

サステナビリティ執行企画会議 メンバー

議長 代表取締役社長

メ
ン
バ
ー

技術開発部長

ダイバーシティ推進部長

人事部 次長

広報部長

建築営業管理部長

安全品質管理部長

商品開発部長

大東建託パートナーズ 管理工事部長

大東建託リーシング 経営管理部長

事務局 経営企画室 サステナビリティ推進課
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 人口・世帯動向
 労働力
 住宅
 消費者意識・
ライフスタイル

 法規制・政策
 環境

社会変化
・

社会課題

サステナビリティ基本方針

経営マテリアリティ 事業マテリアリティ

1.環境

２．社会

３．人材・組織

４．企業統治（ガバナンス）

５.土地・資産

6．賃貸住宅

７．暮らし・生活

新５ヵ年計画

コア事業
（賃貸住宅事業）
の強化

賃貸住宅専業から
総合賃貸業へ

総合賃貸業を
核とした

生活総合支援企業へ

獲得価値と
社会価値の
両立

Ａｃｃｅｌｅrａｔｅ Ｔａrｇｅｔ

ＩＮＰＵＴ

ＩＮＰＵＴ

１０

「新５ヵ年計画」と「７つのマテリアリティ」

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み
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１１

サステナビリティを経営の主軸として、

賃貸事業の長期安定経営と

サステナビリティの両立を目指します。

サステナビリティ経営推進に向けた取り組み
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1２

登壇者

技術開発部長 加藤 富美夫

２．環境 (Eｎｖｉrｏｎｍｅｎｔ) の取り組みについて
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目次

1３

1．方針・体制

２．戦略

３．目標管理・進捗

４．具体的取り組み

５．その他
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新・環境経営戦略「ＤＡＩＴＯ 環境ビジョン２０５０」

1４

「ＤＡＩＴＯ 環境ビジョン２０５０」

環境トップランナーとして、

事業活動を通して持続可能な社会の実現に貢献する

戦略・施策

建築 暮らし ごみ 企業 自然 人

建築時において
環境配慮と
ＣＯ2排出量
削減を実現する

当社建物に
入居中の

ＣＯ2排出量ゼロ
を実現する

すべての
廃棄物の循環を
実現する

事業活動において
ＣＯ2排出量
ゼロを実現する

自然環境と
共生した社会を
実現する

環境に配慮した
人と組織を
実現する

 温室効果ガス排出量
の削減

 ＺＥＨの販売促進

 省エネ資材の開発・

導入

 省施工・工期短縮

 温室効果ガス排出量
の見える化

 施工現場の脱炭素化

 建廃木材のリサイク
ル推進

 現場での建廃排出量
の少ない工法開発

 廃プラスチック
排出量の削減

 省エネ推進

 再生可能エネルギー
推進

 車両の温室効果ガス
排出量削減

 木材の循環利用促進

 地域の森林保全・
生物多様性への配慮

 国産木材の活用推進

 サプライチェーンの
透明化

 支店主体の環境経営
体制の強化

 社員への環境教育の
実施
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環境経営推進体制

1５

環境経営推進体制

環境経営プロジェクト委員会

代表取締役社長

取締役(環境経営プロジェクト担当)

環境経営プロジェクト事務局 (技術開発部 環境企画課) 

本社 支店

国
内
グ
ル
ー
プ
会
社

現場施工
グループ

CO2排出量の削減／省資源・資源循環の促進／

廃棄物排出量の削減／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

技術開発
グループ

CO2排出量の削減／省資源・資源循環の促進／製品対策・環境配慮設計資

材などのグリーン調達の促進／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

職場環境
グループ

CO2排出量の削減／省資源・資源循環の促進／廃棄物排出量の削減／

文具などのグリーン調達の促進／生物多様性の対応／環境管理体制の充実

工事課／設計課

工事課／設計課

建築営業課／工事課

設計課／業務課
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目次

1６

1．方針・体制

２．戦略

３．目標管理・進捗

４．具体的取り組み

５．その他
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GＨG排出量の削減戦略

1７

ＣＯ₂削減の目標について

20３0年までに
５５％削減

Sｃｏｐｅ1、2

20３0年までに
１６％削減

Sｃｏｐｅ３

現行目標

（２０1７年度比）

現行目標からの
引き上げを検討

Sｃｏｐｅ1、2、３

20３0年までに５５％削減新規目標
（検討中）

20５0年までにネットゼロ

（２０1７年度比）
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国際環境イニシアティブへの参加

１８

温室効果ガスの削減目標

SＢＴ（１．５℃水準）の認定取得

具体的な削減アプローチ（加盟） 取組状況の情報開示（加盟・回答）
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目次

１９

1．方針・体制

２．戦略

３．目標管理・進捗

４．具体的取り組み

５．その他
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SＢＴ・ＲE100・EＰ100の進捗状況

２０

イニシアティブ 認定・加入 中期目標
実績

２０1９年 ２０２０年度 ２０２1年度

温室効果ガス削減

Ｓｃｏｐｅ1・２
２０２０年３月
再認定

(SＢＴ1.５℃水準)

削減率（201７年度比）

５５％
（２０３０年）

1５％ 21％ 20％

Ｓｃｏｐｅ３
２０1９年1月
認定

16％
（２０３０年）

20％ ４４％ ４７％

エネルギー効率の向上

２０２０年
９月加入

エネルギー効率（201７年度比）

2倍
（２０３０年）

1.11倍 1.06倍 1.00倍

事業活動消費電力の
100％再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ化

２０1９年
1月加入

再生可能エネルギー導入率（電力）

100％
(２０４０年)

0％ ９.７％ 2８％

※国内の実績値
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外部からの評価

２1

２０1０年よりＣＤＰ*1への回答開始（２０1４年から情報公開）

年度 201７ 201８ 201９ 2020 2021

気候変動 Ａ- Ｂ Ａ Ｃ Ａ-

ＳＥＲ*２ - - Ａ- Ａ- Ａ

*1 Ｃａrｂｏｎ Ｄｉｓｃｌｏｓｕrｅ Ｐrｏｊｅｃｔ 

*２ Ｓｕｐｐｌｉｅr Ｅｎｇａｇｅｍｅｎｔ Ｒａｔｉｎｇ （サプライヤーエンゲージメント評価）

ＣＤＰ（Ｃａrｂｏｎ Ｄｉｓｃｌｏｓｕrｅ Ｐrｏｊｅｃｔ ）のスコア推移
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目次

２２

1．方針・体制

２．戦略

３．目標管理・進捗

４．具体的取り組み

５．その他
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低炭素住宅開発のあゆみ

２３

日本初のＺＥＨ賃貸集合
住宅の完成

２０1７年11月、日本で初めて
賃貸集合住宅でのＺＥＨを完成

全ての提案をＺＥＨに

２０２1年11月よりＺＥＨ賃貸
住宅の提案を標準化

ＺＥＨを標準とした商品の販売
開始

２０２２年５月、ＺＥＨ-M Ｏrｉｅｎｔｅd
を標準とした商品の販売を開始

大東建託のＺEＨ

201７ 2021 ２０２２
201０～
２０１６

Ｌｏｗ-Ｅ複層ガラスの導入（２０1０）、ＬＥＤ照明の標準導入（２０１５）、高効率給湯機の標準導入（２０１６）
平成２８年省エネ基準に標準適合（２０１６）
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ＺEＨの普及推進

２４

66 6４３ 661 
３,602 

22,2４0 

４0,５2５ 

５３,４0８ 

４５,７８0 

４0,３５2 

４５,22４ 

2９,５４2 

５0,6５6 

116 
７５９ 1,４20 

５,022 

2７,262 

6７,７８７ 

0

10,000

20,000

３0,000

４0,000

５0,000

60,000

７0,000

201８年度 201９年度 2020年度 2021年度 2022年度11月末 2022年度予測

（戸）

ＺEＨ契約戸数 全契約戸数 累計

ＺEＨ契約戸数の推移

２０２２年１１月末時点で、ＺＥＨ契約戸数は22,2４0戸の契約実績

ＺEＨ割合
７５.2８％

ＺEＨ割合
0.1２％

ＺEＨ割合
1.４０％

ＺEＨ割合
１.６４％

ＺEＨ割合
７.９６％

ＺEＨ割合
８０％
想定
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ゼロエネルギーからカーボンマイナスへ①

２５

ＬＣＣM（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）賃貸集合住宅

・主要構造 木造２ｘ４工法

・建物階数 地上２階建６世帯

・延床面積 ３５1.０９ｍ２

・建築面積 1８３.９２ｍ２

・建設地 埼玉県草加市

・太陽光発電量 ３５,６1８ｋＷｈ／年

・省エネ性能 ＢＥＩ ０.４０

ＬＣＣM住宅とは建物のライフサイクル（建築・使用・解体）全体で排出するＣＯ２量と、太陽光発電によ
る創エネルギーで抑制されるＣＯ２量の差がマイナスとなる脱炭素住宅のこと。

ＬＣＣM賃貸集合住宅1号棟
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ゼロエネルギーからカーボンマイナスへ②

２６

ＬＣＣM賃貸集合住宅の規格商品化

２０２２年１０月より国内初となる ＬＣＣM賃貸集合住宅「ＮＥＷ ＲｉＳＥ ＬＣＣM」 (ニューライズＬＣＣM)
の商品化に成功し、販売を開始した。

「ＮＥＷ ＲｉＳＥ（ニューライズ）」 外観イメージ

ＬＣＣM賃貸住宅の仕様
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木造建物の推進

２７

２ｘ４木造低層集合住宅 ＣＬＴ商品の開発・販売

商品例

木造２ｘ４工法の構造イメージ

低炭素型素材“木”を使用する２ｘ４工法が主力

ＣＬＴ中層集合住宅商品

ＣＬＴ戸建住宅商品

躯体イメ―ジ 外観イメージ

新たな木質建築素材 『ＣＬＴ』を使用した
技術・商品開発

商品例

住宅供給実績12回連続 №1！
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新しい木造の取組

２８

ＣＬＴ ４階建て耐火建築物の1号棟が船橋で完成

【建物概要】

用途（戸数）：共同住宅（７戸）

階数 ： ４ 階

建物高さ ： 1３.４４ ｍ

建築面積 ： ８1.５４ ㎡

延べ面積 ： ２９９.1２ ㎡

基準階 平面図

４,８００ ４,４５０ ２,２０

０
11,４５０

７
,３
０
０

２０２２年７月２８日、当社独自のＣＬＴ工法を採用した、国内初の規格化・工業化された
ＣＬＴ賃貸集合住宅の第１号棟が千葉県船橋市に完成。
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災害に配慮した住宅の開発

２９

１階が鉄筋コンクリート造

２階と３階が木造ツーバイフォー工法
混構造

ｎｉｉｍｏは水害に特化した防災配慮型住宅 。
災害時に１階が浸水しても鉄筋コンクリートの強固な造りで、
住まいとしての機能が持続する可能性を高めている。

防災配慮型賃貸住宅「ｎｉｉｍｏ（ニーモ）」

２０２２年９月に発表された「第５回エコプロアワード」に
おいてｎｉｉｍｏの取組が優秀賞を受賞。

エコプロアワード優秀賞受賞

防災配慮型住宅「ｎｉｉｍｏ（ニーモ）」 外観イメージ

今年度の受賞のポイント

①気候変動への「適応」の観点で水害に強い住宅を開発

②災害があっても住み続けることができる、
自然との付き合い方への提案

③ＬＣＡによる環境負荷の定量化と
住宅の環境性能向上への取組

※今回の受賞で、２０２０年のＣＬＴの取組、２０２1年の
ＬＣＣMの取組に続き、３年連続の入賞となった。
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再生可能エネルギー導入の取り組み

３０

本社品川イーストワンタワーへの導入

２０２1年11月より、
1００％国産木質バイオマス由来の
再エネを供給開始

年間：1４,８４９,6４４ｋｗｈ

品川イーストワンタワー

主要３社に加え、主要グループ会社でも
再エネ導入を順次開始

国内：２８％ 海外：0％ 連結：１８％
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屋根借り太陽光発電事業の成果

３1

３０１GＷ
（２０２２年11月末締め）

約6９,７８７世帯分の
年間消費電力に相当

２２,６４４棟設置済み
（２０２２年11月末締め）

2５,000棟に到達予定
（２０２２年度末）

２２３棟設置済み
（２０２２年11月末締め）

５５1棟に到達予定
（２０２２年度末）

※環境省「家庭でのエネルギー消費量」より算出
電力の全国平均は「４,３２２ｋＷｈ」

太陽光の発電量

設置状況

ＺEＨ賃貸住宅（ＤＫ-ＺEＨ）に設置する太陽光パネル棟数

新築・既存建物の屋根に設置する太陽光パネル棟数



© 2022 Daito Trust Construction Co., Ltd.

Ｊ-クレジットの取組

３２

省エネＪ-クレジットとは当社の供給するアパートの省エネ価値を顕在化し、
企業による脱炭素取り組みに役立てるようにしたもの。

当社の建物が生み出す省エネ価値をクレジット化

いい部屋ネットレディスでカーボン・オフセット

２０２２年７月に開催された
「大東建託・いい部屋ネットレディス」において、
排出されるＣＯ２の一部を当社の省エネＪクレジットで
相殺するカーボン・オフセットを実施した。
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目次

３３

1．方針・体制

２．戦略

３．目標管理・進捗

４．具体的取り組み

５．その他
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官民連携の脱炭素コンソーシアムに参画

３４

GＸリーグ基本構想に賛同表明

ＧＸリーグは企業が経済産業省とタッグを組み、
２０５０年カーボンニュートラルに向けた変革を目指す場。

当社は２０２２年４月のGＸリーグ設立準備会の発足当初
より賛同表明し、２０２３年度の排出権取引トライアルに
参加予定。

「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」への参画

２０２２年1０月、環境省主催の
「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」
への参画を表明。

発足式では小林社長が
ＬＣＣM賃貸住宅や防災配慮住宅の開発・普及に
社を挙げて取り組んでいくことをスピーチした。

発足式での 小林克満 代表取締役社長
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サステナビリティ調達とサプライチェーンのＣＯ2排出量削減

３５

２０２２年８月よりサプライチェーンのサステナビリティ強化のため、以下のシステムを導入した。
バイヤー側での導入は建設業の中で日本初となる。

ＣSＲ評価システム「EｃｏＶａdｉｓ（エコバディス）」の導入

• 会社名 ： EｃｏＶａdｉｓ（エコバディス）

• 事業内容： サプライチェーンのＣＳＲ評価

• 実績 ： バイヤー 約７60社、
サプライヤー 約９0,000社
（うち日本約３,５00社）

ＥｃｏＶａdｉｓの４つの評価項目
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建設業界の脱炭素化に向けた取り組み

３６

サプライヤーへの協力依頼

① GＨG排出量の情報開示（Sｃｏｐｅ１，２）

② EＰＤの取得

建物商品のＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）標準化に向けて

２０２２年８月より建てる時のＣＯ２排出量等を見える化
するためのソフトウェアである「Ｏｎｅ Ｃｌｉｃｋ ＬＣＡ」を
導入し、ＬＣＡ標準化に向けて検討を開始した。

当社のスコープ３把握の精緻化

※ＥＰＤ…Ｅｎｖｉrｏｎｍｅｎｔａｌ Ｐrｏdｕｃｔ Ｄｅｃｌａrａｔｉｏｎ 
（環境製品宣言）の略
製品がライフサイクルで与える環境影響を情報開示し、
第三者認証を受けたものを指す
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生物多様性への対応①

３７

森林認証材の使用

0.0％

0.７％

３.1％

５.５％ ５.３％

6.４％

５.2％

6.1％

0.0％

2.0％

４.0％

6.0％

８.0％

10.0％

201５ 2016 201７ 201８ 201９ 2020 2021 2022

国
産
材
割
合
（％
）

国産材割合推移

国産材割合(％)

国産材利用の推進

国産の木材を積極的に活用することで、
森林の健全な育成や生物多様性の保全に
つなげている。

全ての構造材について、木材調達による
森林破壊防止のため、各認証システム機関
の認証（ＦＳＣ,ＰＥＦＣ等）※を受けた木材を
使用。

森林認証材量（ｍ³）および森林認証材率推移

※合法木材含む

森
林
認
証
材
量
（ｍ
³）

森
林
認
証
材
率
（％
）



© 2022 Daito Trust Construction Co., Ltd.

生物多様性への対応②

３８

３0 ｂｙ ３0アライアンスへの参画

森林保全体験の実施

３０ ｂｙ ３０（サーティ・バイ・サーティ）とは、
20３0年までに陸と海の３0％以上を
健全な生態系として保全しようとする目標のこと。
２０２２年４月にアライアンスへの参画を表明。

２０２２年1０月、環境啓蒙のための森林保全体験
を実施し、社員およびその家族が参加。
来期は植林や生物多様性保全など活動内容・場所
を拡大する予定。

岩手県住田町への寄付活動

２０２２年11月、岩手県住田町に前年度当社が
使用した岩手県産木材と同量のスギの植林・森林
管理費用を寄付した。
寄付は今年度で９年目となる。
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３９

３. 社会 (Sｏｃｉａｌ) の取り組みについて

登壇者

ダイバーシティ推進部長 湯目 由佳理
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４０

全国のネットワーク力を活かした
防災力向上の取り組み
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４１

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み

防災と暮らしの研究室 『 ぼ・く・ラボ 』

２０1８年４月
防災と暮らしの研究室 「ぼ・く・ラボ」スタート

２０1９年1０月
グッドデザイン賞授賞

２０1９年３月
地域の防災拠点 「ぼ・く・ラボステーション」
仙台南支店でスタート

２０２２年３月
・防災配慮型賃貸 「ｎｉｉｍｏ（ニーモ）」発売開始

・「ぼ・く・ラボステーション」国内３６拠点設置完了

ぼ・く・ラボの主な歴史

✔ 賃貸住宅における防災意識向上を目指すプロジェクト

✔ 多様な防災プロジェクトを大東建託グループで展開し、

人や地域をつなぐ基盤づくりを目指す
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４２

防災拠点① ： ぼ・く・ラボステーション

✔ 全国にある大東建託 支店の一部を “防災拠点化” する地域防災活動

ぼ・く・ラボステーションにある ”３つの備え“

➊ 防災備蓄品

≫水や食料が不足した時の地域の皆様へ配布

➋ 地域の特性に合わせた救助に必要な道具

➌ 電気自動車や発電機、カセットボンベ

≫ライフラインの復旧までをサポートする

※２０２２年８月 ３６拠点 （２０３０年までに６５拠点）

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み
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４３

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み

防災拠点② ： 災害対応ユニット・ガス機器

✔ 災害時もＬＰガスを利用したエネルギー確保

※２０２２年８月 国内３３拠点 （２０３０年までに７０拠点）

ライフライン停止に備え、バルク貯槽からのエネルギー供給可能な発電機/ガスコンロ鍋等を配備
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４４

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み

防災拠点③ ：災害時帰宅支援ステーション

✔ トイレ、水道水、道路交通情報など、徒歩帰宅を支援

住民への啓発、認知度の向上を図る

災害時帰宅支援ステーションステッカー
※２０２２年８月 ２６拠点 （２０３０年までに４０拠点）
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４５

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み

ワークショップ ： 地域防災イベント

✔ ぼ・く・ラボステーションで、地域の皆様をお招きして、楽しく防災について学べるイベントを定期開催

ＶＲによる被災体験コーナーイベントの様子

主なイベント内容

➊ 防災士の資格をもつ大東建託の従業員による防災講座

➋ 災害用品の説明、実演

➌ 電気自動車の災害時活用方法

❹ 地域の災害や防災知識に関する講座
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４６

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み

活動支援 ：子ども工作講座「ユメイエ。」

✔ 「創造力と想像力」という２つのチカラをはたらかせ、

自由な発想で自分オリジナルの「夢の家」をつくりだすプログラム

※ 兵庫県神戸市立道場小学校の「総合的な学習」
授業プログラムの一環として開催された「ユメイエ。」
フィールドワークの様子（２０２1年1月）
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４７

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組み

全国のネットワーク力を活かした防災力向上の取り組みを通して

地域の社会課題と向き合い、

地域の“もしも”に備えた新しい暮らしの在り方を追求し

賃貸住宅を通した地域コミュニティの活性化と

地域全体の早期復興への寄与に取り組んでいきます。
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４８

エンゲージメント

従業員エンゲージメントを起点とした
組織風土改革の推進
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４９

従業員エンゲージメントを起点とした組織風土改革の推進

従業員エンゲージメント調査結果

実施日 回答人数 エンゲージ
メントスコア

エンゲージメント･
レーティング

2021年11月 7,669人 BB 53.8

2022年5月 7,751人 BBB 57.5

２０２１ ２０２２ ２０２３ ２０２４

５３.８ ５６.０ ５８.０ ６０.０

全社スコア目標

ＢＢ ＢＢＢ Ａ Ａ

（他社平均） ５０.０（他社平均） Ｂ
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５０

従業員エンゲージメントを起点とした組織風土改革の推進

会社主導および職場主導の両輪で改善活動を実施

✔ 会社主導の改善活動 ： エンゲージメントの阻害要因に対して各種施策を推進

✔ 職場主導の改善活動 ： 管理職が可視化された自部署の

組織課題に対して職場改善活動を実施

 社内コミュニケーション活性化

 管理職向けワークショップ

 高エンゲージメント組織の取組事例紹介

 相談窓口の開設

主な施策
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５1

従業員エンゲージメントを起点とした組織風土改革の推進

従業員一人ひとりが 「自律」 「働きがい」 「誇り」 を実感できる

エンゲージメントの高い企業を目指します。
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５２

ダイバーシティ＆インクリュージョン

LOVE  COLORS
みんなの個性を、会社の力に。
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５３

新しい価値
イノベーションの

創出

働きがい 働きやすさ

チャレンジできる
活力ある組織の

実現

一人ひとりが
いきいきと働ける
職場風土の構築

ダイバーシティ＆インクリュージョン基本方針

ダイバーシティ＆インクルージョン

総合賃貸業を核とした「生活総合支援企業」として

夢や将来を託され、継続して成長できる企業へ

仕事を通じて一人ひとりが自分らしい生き方を実現し、十人十色を活かせる企業に

エンゲージ
メント

働き方改革 ワークライフ
バランス

人材育成 エンゲージ
メント

エンゲージ
メント

健康経営

個性を尊重し、多様性を認め合い、能力を最大限発揮
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５４

ダイバーシティ＆インクリュージョン基本方針

推進体制

社外からの評価

取締役会

経営会議 （議長：代表取締役社長）

建築事業本部 関連事業本部経営管理本部

経営管理本部長

ダイバーシティ推進部

いろどりＬＡＢ ＰEＲSＯ-ＲES ＫEＮＴＡＫＵ ESＴ

支店 部門
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５５

ダイバーシティ＆インクリュージョン推進に向けた具体的な取り組み

女性活躍推進 女性管理職比率向上への取り組み ～ 女性育成プログラム ～

優秀な女性を「登用する」 → 「育成する」 に考え方を変える

候補者が出てくるのを待つのではなく、資質のある候補者を見つけ出し計画的に育成して引き上げる

以下を目標ではなく必須とし、執行責任者のミッションに

✔ 管理職候補者研修選抜時に、女性候補者を最低３名かつ10％以上選抜する
✔ 一定数の女性管理職数を定め、３年後までに執行責任者の責任で育成して、登用する

クォータ制

職種を横断した会合を定期的に開催し、クォータ制の進捗状況を中心に意見交換を実施する

女性活躍推進委員会

女性自身の意識改革を行い、管理職昇進へのハードルを払拭

女性教育プログラム

✔ 女性活躍推進の必要性の理解
✔ 男性と女性との違い(考え方や価値観など)を理解した上で、育成のコツを学ぶ

上司向け研修
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ダイバーシティ＆インクリュージョン推進に向けた具体的な取り組み

研修後 アンケート結果

満足度

９３％

大変満足
４４％

おおむね満足
４９％

大変満足
７９％

おおむね
満足
４９％

✔ キャリアデザインセミナー

～ 管理職一歩手前層向け ～

✔ リーダーセミナー

～ 女性課長向け ～

活かせる
内容だったか

はい
９２％

✔ 上司向け研修

どちらでも
ない

4.5 4.7
5.1

5.5
6.0

0

2

4

6

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

女性管理職比率 （４月）

（目標）

プログラム導入
満足度

９３％
（％）
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４. ガバナンス (Gｏｖｅrｎａｎｃｅ) の取り組みについて

登壇者

経営企画室長 塩見 洋志
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５８

コーポレート・ガバナンス

株主様をはじめとする全てのステークホルダー（利害関係者）にとって

企業価値を最大化し、経営の透明性・効率性を向上させる

コーポレート・ガバナンスの基本方針

コーポレート・ガバナンスの基本方針
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経営体制図

経
営
の
意
思
決
定
・監
督

業
務
の
執
行

経営会議

建築事業本部

各部門・支店・グループ会社

不動産事業本部 経営管理本部 関連事業本部

川合 秀司

常務取締役
経営管理本部長
兼 関連事業本部長

竹内 啓

常務取締役
建築事業本部長

佐藤 功次

常務取締役
不動産事業本部長 兼
大東建託パートナーズ㈱
代表取締役 社長

内田 寛逸

取締役
関連事業本部 部長
介護・保育事業、
海外事業担当

舘 正文

取締役 設計統括部長

守 義浩

取締役
大東建託リーシング㈱
代表取締役 社長

鵜野 正康 松下 正 小林 憲司

常勤監査役（社外）社外取締役 監査役（社外） 監査役（社外）

ガバナンス委員会（代表取締役・社外取締役・社外監査役）

取締役会 取締役:１１名 (社内:７名・社外:４名) 社外監査役:３名

指名・報酬委員会 （代表取締役・社外取締役）

小林 克満

代表取締役 社長

山口 利昭 佐々木 摩美 庄田 隆 入谷 淳

社外取締役
ガバナンス委員会委員長
指名・報酬委員会委員長

社外取締役 社外取締役

会計監査人

監査役会

株主総会

内部監査部門

５９
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６０

ガバナンス体制

指名・報酬委員会の新設（２０２１年１２月～）

【旧】 ガバナンス委員会

機能

① 相互評価結果の集計・報告

② 指名関連の審議・答申

③ 報酬関連の審議・答申

④ ガバナンス強化に向けた検討・提言

メンバー 社長 ・ 社外取締役 ・ 社外監査役

【新】 ガバナンス委員会

機能 ガバナンス強化に向けた検討・提言

メンバー
社長 ・ 社外取締役４名 ・ 社外監査役３名
※委員長（議長）は筆頭独立社外取締役

【新設】 指名・報酬委員会

機能

① 取締役相互評価結果の集計・報告

② 指名関連の審議・答申

③ 報酬関連の審議・答申

メンバー
社長 ・ 社外取締役４名
※委員長（議長）は筆頭独立社外取締役

①～③の機能 ④の機能
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社外取締役

当社指名・報酬委員会委員長

当社ガバナンス委員会委員長

山口利昭法律事務所 代表弁護士

山口 利昭

当社を取り巻く経営環境が大きく変わる中、迅速な意思決

定と取締役会の監督機能の発揮に向け、社外取締役を中心

に役員等の指名・報酬の決定に関与しています。

ガバナンス委員会では、ガバナンス体制の整備だけではなく、

その「実効性」をいかに高めていくか議論を行っています。

６1

ガバナンス体制

■ 社外取締役のご意見

■ 委員会の主な取組み内容

ガバナンス委員会

①執行と監督の在り方等に関する審議

②取締役会実効性評価の結果分析

③不適切会計の再発防止策への助言・監視

指名・報酬委員会

①取締役相互評価の集計・ヒアリング

②サクセッションプロセスに関する審議

③役員報酬設計に関する審議
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６２

不適切会計への対応について

不適切会計の概要（２０２２年６月２３日適時開示）

発生内容 影響額 合計

・連結子会社の未払金および未払費用の過大計上 ５.７億円 利益の過少計上

７.８億円・連結子会社の広告宣伝費等の不適切な支払い ２.1億円

第１四半期の決算にて７.８億円を営業外利益として取り込み済み

再発防止策の概要（２０２２年７月２７日適時開示）

経理部門の体制・統制環境の見直し 役員、管理部門などの統制環境の見直し

① 予算管理責任者と経理責任者の分離

② 引当見積り指針、支払承認時の確証の明確化

③ 経理部門のコンプライアンス意識向上

④ 内部統制・会計処理に関する役員の理解向上

⑤ 本社部門への内部監査強化

⑥ 内部通報窓口の社内再周知、適切な利用促進

経理部門・役員等への研修、基準・規定の見直し等、信頼回復に向け着実に実行
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